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介護保険と障害福祉サービス学習会

主催 大阪社会保障推進協議会／障連協／きょうされん大阪支部



今日の話しの流れ

（１）介護保険優先原則とは何か

（２）浅田訴訟の経過・争点

（３）地裁・高裁判決内容

（４）判決以降の動き・自治体間格差

（５）今後の運動に向けて
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（１）介護保険優先原則とは何か
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措置から利用契約制度への流れ（社会福祉基礎構造改革）

障害者自立支援法（現・総合支援法）の経過

・2000年…介護保険制度

・2003年4月…支援費制度スタート

※国の財源不足…2003年度、128億円／2004年度、250億円

・2004年1月…障害者福祉と介護保険統合の方向

同年10月 …「改革のグランドデザイン案」発表

・2005年2月…「障害者自立支援法」国会上程・衆院解散で廃案

・9月…自民党が総選挙で圧勝／特別国会でほぼ原案のまま再上程

・同年10月31日…国会で成立

・2006年4月…法律施行

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
介護保険から６年後にスタートした



・問題点（自立支援法・総合支援法）

利用契約制度

現金給付方式（代理受領方式）

利用者負担制度（応益負担制度）

報酬単価制度（日割り制度）

• 自己責任を基調とした仕組み。

障害当事者の立場から
• 働いているのに利用料？
• トイレに行くにも道をあるくのにもお

金がいる？

厚労省の説明
• 選択の幅が広がる
• 利用者主体の制度
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事業者の立場から
・日割りでの収入減
・職員確保、育成の厳しさ

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
2000年の介護保険2003年に支援費制度が始まり、財源不足等が起こった介護保険との統合一旦は廃案になるけれど２００５年１０月３１日に成立、２００６年４月より実施



全国各地から集まった人たち
（日比谷公園大フォーラム）
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｢応益負担は憲法違反！｣

全国14の地方裁判所
７１人の原告が訴え

（２００９年10月現在） 6

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
マスコミへの訴え滝川クリステル



訴訟団と政府 基本合意を調印
２０１０年１月７日、厚労省大講堂
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｢基本合意｣

遅くとも２０１３年８月までに自立支援法を廃止し、新法を施行する。

国は、憲法に違反すると訴えた原告の思いを真摯に受けとめ、多大な混
乱と悪影響を招き、人間の尊厳を深く傷つけたことに対し、心から反省
の意を表明する。

国は、現行の介護保険との統合を前提とせず、原告が指摘した自立支
援法の｢６つの問題点」を踏まえて、新法を検討・対応する。

④介護保険優先原則（障害者自立支援法第７条）を廃止し、障害
の特性を配慮した選択制等の導入をはかること。



障害者総合支援法第７条（他の法令による給付との調整）

第七条 自立支援給付は、当該障害の状態につき、介護保険

法（平成九年法律第百二十三号）の規定による介護給付、健康

保険法（大正十一年法律第七十号）の規定による療養の給付そ

の他の法令に基づく給付であって政令で定めるもののうち自立

支援給付に相当するものを受けることができるときは政令で定

める限度において、当該政令で定める給付以外の給付であって

国又は地方公共団体の負担において自立支援給付に相当するも

のが行われたときはその限度において、行わない。
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自立支援給付と介護保険制度との適用関係等について
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平成19年3月28日事務連絡…抜粋〈最終改正Ｈ27・3・31〉

障害者が同様のサービスを希望する場合、心身
の状況やサービス利用を必要とする理由は多様
であり、一律に当該介護保険サービスを優先的
に利用するものとはしないこと

介護保険サービスには相当するものがない障害
福祉サービス固有のものと認められるものは、
障害福祉サービスを支給する。

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
平成12 年３月24 日障企第16 号・障障第８号厚生省大臣官房障害保健福祉部企画課長、障害福祉課長連名通知「介護保険制度と障害者施策との適用関係等について」
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地域生活支
援事業（移
動支援等）

引き続き
利用可能
※

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・第86回社保審障害者部会（2017年9月20日）で示された「参考資料１共生型サービスに係る報酬・基準について」（P２６）の説明資料の中に「※ ただし、介護保険サービス利用に伴う利用者負担を回避するための障害福祉サービスの利用希望は勘案しない」という記載があることに関しての質問。「優先原則に関するルールはこれまでと同じで変更していない」（厚労省）
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※学習会当日はビデオ上映。データ量が大きいため社保協HPにおける資料公開では、冒頭写真のみ掲載



（２）浅田訴訟経過及び争点（原告：浅田達雄さん。岡山市在住）

• 重度の身体障害と言語障害がある方。ヘルパーなどの支援が不可欠

• 2012年11月、翌年2月に65歳を迎えるという時点で介護保険申請と制度移行
を打診される

• 移行後のおおよその自己負担額を聞き「生活ができなくなる」と驚き介護保
険を未申請。

• 岡山市は「介護給付費等不支給（却下）決定通知」を出し、誕生日前日より
これまでのサービス（月249時間の重度訪問介護）をすべて打ち切り。

• ボランティアの力を借り生活を維持したが限界に。不本意ながら、介護保険
申請を行い同制度のサービス支給を受ける。

• 人権を無視した制度移行の強制に強い憤りを持ち、2013年9月19日①決定の
取消し②月２４９時間の介護給付費支給決定③損害賠償金２０９万４０３７
円の支払いをもとめ提訴
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裁判の争点

第1回口頭弁論：原告代理人

① 障害福祉の実態を明らかにする

② 岡山市の非人道的態度を問う

岡山市の反論

① 障害福祉サービスの打ち切りは自治体の自由裁量で決
定できる裁量処分ではなく、障害者総合支援法第7条に
基づく羈束（きそく）処分。あくまで介護保険を使う
ことが前提であり打ち切りには問題がない
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
第18回口頭弁論（2016年10月12日）に行われた証人尋問では、当時の中区福祉事務所長は、「浅田さんの生活への影響については，支援団体が支援をしており、必要最低限の支援までも失われるとは思わなかった」と証言。自治体職員が、社会保障に係る公的責任を十分に理解せず、市民の助け合いで支援ができるという考えのもとに、支援の打ち切りを決定していたことが明らかになりました。



（３）判決内容

地裁判決…２０１８年３月１４日）

1. 岡山市の処分取消

2. 不足部分の９６時間（従前の２４９時間－変更処分１５３
時間）の介護給付費支給決定の義務付け

3. 慰謝料１００万円＋５か月の介護保険自己負担部分７５０
００円の計１０７万５０００円の損害賠償を認める。

高裁判決（…2018年12月13日）

総合支援法第7条

① 覊束処分ではなく裁量処分。

② 障害福祉サービスを利用していた障害者が介護保険サービ
スの利用を申請した場合に生じうる二重給付を避けるため
の調整規定。介護保険制度に申請していない場合、この規
定は採用されないこと。 15

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
岡山地裁と広島高裁の判決ともに、介護保険制度への制度移行によって発生する自己負担を問題視していること、適用関係通知における「一律に介護保険給付を優先的に利用するものとはしないこととしていること」、障害者自立支援法違憲訴訟（2008年10月31日提訴。14地裁71人の原告。2010年4月に和解）において結ばれた「基本合意文書において自立支援法７条の介護保険優先原則の廃止を検討することを約束したこと」などへの言及もあり、積極的な内容を持っているもの



（４）その後の動き

厚労省担当者の発言

・2月23日（自立支援法違憲訴訟団との定期協議）／4月8日
（障全協中央行動）

① 判決を受けての厚労省通知を出すことは考えていない（介護
保険優先は変わらない）。岡山市の判断に関する判決だった。

② ３月７日・主管課長会議において、現在ある適用関係通知を
改めて周知した。

③ 介護報酬改定で運営規定に障害者相談支援専門員との連携を
盛り込む改定を行っている。今後、連携で支えるケースが増
えてくる。好事例の収集なども行いケアマネ研修の内容等今
後検討していく」
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
自治体に対する運動が必要優先原則はなくなっていない介護認定を受けている



Ｈ市の支給決定基準
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Ｋ市の支給決定基準
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65歳

障害福祉事業所

介護保険事業所
共生型障害福祉事業所

（現行の基準該当）

共生型介護保険事業所

同一事業所

同一事業所
財源は障害福祉から 財源は介護保険から
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※共生型サービス

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
同じ事業所の中で異なる法律に基づく２つの事業ができるできる仕組み→実施するかどうかは事業所判断基準該当…近くに介護保険事業所しかない65歳未満の障害児・者離島・山間地域等、介護保険事業所が障害福祉事業を行うことができる仕組み大阪で１００ヶ所ほど存在している（生活介護７３名）



「高齢障害者の介護保険サービスの利用者負担軽減措置」

① 65歳に達する日前５年間にわたり、相当する障害福祉サービスに係る支給
決定を受けていたこと。

② 利用者負担軽減の対象となるサービス。

③ 65歳に達する日の前日において「低所得」又は「生活保護」に該当し、65
歳以降に利用者負担の軽減の申請をする際にも「低所得」又は「生活保護」
に該当すること。

④ 65歳に達する日の前日において障害支援区分２以上であったこと。

⑤ 65歳まで介護保険サービスを利用してこなかったこと。 21

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
総合支援法の見直し障害福祉財源から介護保険利用に関わる助成を行う（償還払い）５つの要件対象外…就労A・Bの人、要支援１、２共生型障害福祉サービスも対象となる方向



（５）今後の運動に向けて

総合支援法は高齢期を迎えた障害者に充分対応できていない

介護保険制度は高齢者の実態に充分対応できていない

1. 介護保険関係者と障害当事者・関係者との連携

2. 基礎自治体に対する運動

• 取り扱いの徹底

• 上乗せ基準の撤廃

• 国への共同の要望（国庫負担基準の見直し等）
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４０歳以上の特定疾患・６５歳以上障害者について、「障害者の日常生活及び
社会生活を総合的に支援するための法律に基づく自立支援給付と介護保険制度
との適用関係について」（平成19 年3月28日障企発第0328002号・障障発第
0328002号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課長・障害福祉課長連
名通知）ならびに事務連絡「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す
るための法律に基づく自立支援給付と介護保険制度の適用関係等に係る留意事
項等について」（平成27年2月18日）を踏まえ、一律に介護保険利用の優先を
利用者に求めるのではなく、本人の意向を尊重した柔軟な対応を行うこと。そ
のために、当該障害者が６５歳に到達する前に、本人から６５歳到達後の福祉
サービス等の利用意向を高齢・障害それぞれの担当職員が聞き取り、本人の願
いに沿った支援が提供されるよう、ケアプラン作成事業所と十分に調整を行う
こと。

前述の調整にもかかわらず、本人が納得せずに介護保険の利用申請手続きを行
わない場合において、浅田裁判高裁判決（2018年12月13日）を踏まえ機械的に
障害福祉サービスを打ち切ることのないようにすること。
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介護保険対象となった障害者が、介護保険への移行をせず引き続き障害福祉
サービスを利用する場合においては、現行通りの基準を適用するよう国に求
めること

介護保険対象となった障害者が、介護保険サービスを利用しかつ上乗せで障
害福祉サービスを利用する場合の新たな国庫負担基準を創設するよう国に求
めること

４０歳以上の特定疾患・６５歳以上障害者について、一律に共生型介護保険
事業の利用をすすめることはしないこと。

障害福祉サービスを継続して受けてきた方が、要介護認定で要支援１、２と
なった場合、総合事業における実施にあっては障害者に理解のある有資格者
が派遣されるようにすること。

障害者の福祉サービスと介護サービス利用は原則無料とし、少なくとも市町
村民税非課税世帯の利用負担はなくすこと。
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